
「お客さま本位の業務運営に関する⽅針」
に基づく2024年度の取組結果



2

はじめに

 当社は、代理店チャネル専業会社として、バンカシュアランス（⾦融機関代理店を通じた⽣命保険の販売）を中⼼に事業
を展開しており、プルデンシャル・グループ共通の価値観である「Core Values」のもと、企業理念として「Vision」、
「Mission」、「Strategy」を定めています。 （ 企業理念︓https://www.pgf-life.co.jp/company/info/faith.html ）

 「お客さま本位の業務運営に関する⽅針」は、この企業理念およびプルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社が
定める「プルデンシャル・グループにおけるお客さま本位の業務運営に関する⽅針」に基づき、当社が「お客さま本位の業務運
営」を⾏うために、創意⼯夫を発揮し、お客さまの最善の利益を実現するために取り組むべき当社の姿勢を定めることを⽬的
とします。また、経営の透明性を⾼めるため、本⽅針およびこれに基づく取組みは、定期的に⾒直しを図り、公表していきます。

 この度、本⽅針に基づく2024年度（⼀部2025年度）の取組結果および成果指標（KPI）を取りまとめましたので公表
します。

ページ数「お客さま本位の業務運営に関する⽅針*」の取組結果

P.３⽅針１． お客さまの最善の利益の追求

P.４⽅針２． お客さまにとって⼤切な情報を分かりやすくご提供するために

P.６⽅針３． お客さまお⼀⼈おひとりにふさわしいサービスをお届けするために

P.８⽅針４． お客さまに保険⾦等を確実にお届けするために

P.９⽅針５． 利益相反の適切な管理

P.10⽅針６． お客さま本位の業務運営を続けるために

P.11成果指標（KPI）

P.12【別表】 当社⽅針と⾦融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係
*本⽅針は2025年6⽉30⽇付で⼀部改正しますが、本資料は主に2024年度の取組結果を⽰すものですので、資料中には改正前の⽅針を記載しています。
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当社は、お客さまの声を重視し、お客さまお⼀⼈おひとりのニードやご意向に沿った最適な保険商品、保険⾦をお届けするまでのサービスを提供し続けることによ
り、お客さまに経済的な保障と⼼の平和をお届けします。また、Core Valuesをはじめとする企業理念が社員⼀⼈ひとりの⼼に浸透し、お客さま本位の⽂化を
醸成するための取り組みを推進してまいります。また、ビジネスパートナーである提携⾦融機関等における販売管理体制の整備を⽀援するほか、より質の⾼い
研修の提供に努めます。これによりお客さまの信頼を得て、選ばれる会社となり、⻑期にわたり確実に、お客さまに経済的な保障と⼼の平和を提供します。

⽅針１．お客さまの最善の利益の追求

取組結果

■ お客さま本位の企業⽂化の醸成
• Core Valuesの社内浸透・理解促進のために、社員同⼠のバズセッションやCore 

Valuesを年間を通じて最も体現した社員の表彰等の各種取り組みを実施しています。
• 倫理意識の向上を⽬的に、倫理強化⽉間を設定し、全社員に対して倫理⾏動規

範を通じ⾃⼰に求められている⾏動を再確認しています。
• 2025年6⽉30⽇に「お客さま本位の業務運営に関する⽅針」を改定し、プロダクトガ

バナンスに関する当社の理念や取り組み姿勢を、より明確にします。

■ お客さまの声に基づく業務改善
• お客さまの声の分析結果について、各種会議体にて経営層を含めた議論を定期的

に⾏い、商品・サービスの改善につなげています。
過去の改善事例等︓https://www.pgf-life.co.jp/company/voice/

• 2024年度は、コールセンターに⼊電いただいたお客さまに対するアンケート調査を⾏
い、契約内容をよりご理解いただきたいお客さまにフォローコールを実施しました。

■ プロダクトガバナンス体制の整備

⽅針１

• お客さまのニードに適った最適な商品を提供するために、代理店と連携を図りながら、
2線・3線を含めた部⾨横断で、商品の開発・販売・管理の各プロセスにおける品質
管理体制を整備し、商品性等の検証を通してPDCA運営を実践しています。

■プロダクトガバナンスの全体像

■プルデンシャル・グループのCore Values

信頼に値すること
Worthy of Trust

顧客に焦点をあわせること
Customer Focused

お互いに尊敬しあうこと
Respect for Each Other

勝つこと
Winning with Integrity

必要な改善

お客さま

代理店（銀⾏等）PGF⽣命
商品提供、研修、
募集管理等

適切な情報連携

お客さまの声
（ニード、苦情）

商品提案

お客さまの声
（ニード、苦情）

商品性等検証
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当社は、お客さま⼀⼈ひとりに最適な保険商品を提供するために、お客さまのニードやご意向の確認を⾏うとともに、商品の仕組やリスクなど商品
理解に必要な情報およびお客さまにご負担いただく諸費⽤等を含め商品選択に有益な情報を、わかりやすく提供します。これらの情報が適切にお
客さまに提供されるよう、提携⾦融機関等に対し、必要な資料および研修を提供します。

⽅針２．お客さまにとって⼤切な情報を分かりやすくご提供するために

取組結果

■ ⾒やすく分かりやすい情報提供
• お客さまにとって⾒やすく分かりやすい情報提供を⾏うために、外部機関によるお客さま

⽬線を重視した顧客⾏動観察調査結果に基づき、販売資料を作成しています。また、
代理店および⼀般のお客さまのご意⾒も取り⼊れて販売資料を作成しています。

• ⼀部商品について商品説明動画を作成し、商品パンフレットに当該動画へリンクする
QRコードを掲載しています。

• 当社ホームページはJIS規格に準拠したシンプルで⾒やすく、使いやすいデザインとしてお
り、保険商品ページにおいては、商品の特徴や販売代理店に加え、ニードからも選択で
きるほか、保険契約のしおり・約款を検索できる機能を実装しています。

• お客さまへの分かりやすく適切な情報提供を実現するために、代理店に対してロールプレ
イング等を通した現場での再現性の⾼い研修を継続的に実施しています。

⽅針２

■ 公的保険制度に関する情報提供
• お客さまに公的保険制度への理解を深めていただくために、代理店に対して、⽣命保険

協会作成の「⽼後に向けた資産形成をご検討中のお客さまへ」・「⽼齢年⾦制度に係る
業界共通ガイド」、および厚⽣労働省作成の「公的年⾦シミュレーター」を提供しました。

• 商品パンフレットに、⾦融庁ホームページの「公的保険制度について」にリンクするURLを
掲載しました。

• 代理店に対して、公的保険制度の理解を深めるための研修を継続的に実施しています。

■商品説明動画のイメージ

■当社ホームページの保険商品ページ抜粋 ニードからも選択できます
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⽅針２．お客さまにとって⼤切な情報を分かりやすくご提供するために

取組結果

■ 保険商品に関する重要情報等の提供
• 当社ホームページや販売資料、ご契約のしおりにて、保障内容、リスク、販売対象とし

て想定するお客さま層・推奨の理由、お客さまが負担する費⽤・当社が代理店に⽀
払う販売⼿数料、および運⽤体制に関する情報等を明⽰しています。

• ⽣命保険協会の「適正表⽰ガイドライン」改正を踏まえて、2025年4⽉に、設計書
の将来受け取ることができる解約返戻⾦の表⽰について以下の通り改定しました。
- 基準利率の変動幅について、±1%の表⽰から±3%の表⽰を追加
- 為替レートの変動幅について、±10円の表⽰から±20円の表⽰に変更

• 本資料に当社のプロダクトガバナンスに係る体制（P.3参照）や各種取り組み（P.6
参照）を掲載し、2025年6⽉30⽇に当社ホームページ上にて公表します。

■ 他の⾦融商品・⾦融事業者との⽐較
• お客さまが投資信託等の他の⾦融商品を含めた商品選択を適切に⾏うためのツール

である「重要情報シート」および「マネープランガイド」を代理店が活⽤できるよう、サポー
トしています。

• 2024年10⽉に「重要情報シート」を改定し、各商品の想定顧客層や、パッケージ化
の有無、為替レートの騰落率、費⽤等についての記載を⾒直し、他の⾦融商品との
⽐較を意識した記載を充実させました。
この改定により、外貨建⼀時払保険については、外貨での「運⽤」機能と「保障」機能
を組み合わせた商品である旨を明記しました。

• 投資信託等の他の⾦融商品との⽐較等の観点から、当社ホームページや販売資料
にて、外貨建⼀時払保険の実質的な利回りを明⽰しています。

• 代理店にて、お客さまが⾦融事業者を選択するための指標である「外貨建保険の共
通KPI」を作成・公表するために、代理店に対して解約返戻⾦や⼿数料等のデータを
提供しています。

■「マネープランガイド」のイメージ

販売対象として想定するお客さ
ま、商品機能、リスク、費⽤、実
質的な利回り等の、他の⾦融
商品との⽐較検討を容易にする
ための情報をまとめています。

■「重要情報シート」のイメージ
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当社は、お客さまに必要とされる商品を開発し提供するとともに、⽇々サービスの向上に取り組むことで、お客さまにふさわしい質の⾼いサービスをお
届けします。商品販売に際しては、適合性の原則の徹底やお客さまのニードに即した保障を提案するために、提携⾦融機関等への⾼品質な研
修の提供に取り組みます。

⽅針３．お客さまお⼀⼈おひとりにふさわしいサービスをお届けするために

取組結果

■ お客さまのニードに適った商品開発
• 代理店と連携しながらお客さまのニードを調査・把握した上で、それに応えられるよ

うに商品開発を⾏っており、2024年4⽉の商品改定では既存商品の各種取扱
制限を緩和しました。

• 商品開発時にリスク・リターン検証を⾏うことで、新商品の保険商品としての合理
性を確認するとともに、収⽀分析により持続可能性を確認しました。
また、既存商品についてもリスク・リターン検証を⾏い、当初想定した商品性を確
保していることを確認しました。

• 代理店からの情報等を踏まえて商品開発時に想定顧客属性を特定し、新商品
において当該属性と合致した商品性が確保されていることを検証しました。

■ お客さまのニードに適った商品販売

⽅針３

• お客さまのニードに適った商品販売がなされるよう、以下の取り組みを実施しました。
- 既存商品の想定顧客属性および商品を購⼊すべきではないお客さまを特定し、
代理店と共有

- 適宜代理店から情報連携を受けて想定顧客属性への販売状況を検証し、
検証結果を代理店と共有

- お客さま⽬線で⾦融商品・⾦融サービスを提供する重要性に気づきを得
るための体験型研修ツールを開発し、代理店に提供

• お客さまのニードに適った商品性を確保するために、資産運⽤の外部委託先と連携
し、運⽤状況を定期的にモニタリングしています。

改定内容商品名

契約年齢範囲の拡⼤
60〜85歳 → 50〜85歳

認知症給付特則付
介護保障付⼀時払
特別終⾝保険（⽶
国ドル建）

最低保険料の引き下げ
基本型 1,000万円 → 300万円
連⽣保障型 2,000万円 → 1,000万円積⽴利率市場連動

型⼀時払終⾝保険
（保障選択型） 契約年齢範囲の拡⼤

60〜80歳 → 60〜90歳

■お客さまのニードにお応えするために実施した商品改定（2024年度）

■代理店向け研修実施状況（2024年度）

累計受講者数研修実施回数

7,934名201回

お客さまのニードに適った商品をお届けでき
るよう、様々なカテゴリーの実践的な研修を
代理店に提供しています。

「⼈⽣100年時代」体感型研修ツール
「ジェロント物語 」のイメージ
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⽅針３．お客さまお⼀⼈おひとりにふさわしいサービスをお届けするために

取組結果

■ 適合性原則に基づく販売・⾼齢のお客さまへの販売等
• 代理店点検・検査等を通して、代理店において適合性の原則および意向把握に

関する販売管理体制が整備されていること、⾼齢のお客さまへの対応ルールが整備
されていることを確認しました。

• 代理店での販売管理体制の強化を促すために、上記の代理店点検・検査を通し
て得られた適合性確認基準や⾼齢者保護に係る好取組事例の他、苦情事例や
不適正事例等の情報を掲載した「苦情・コンプライアンス研修資料」を作成し、代理
店に提供しました。

■ アフターフォロー
• 75歳以上のご契約さまに対して、アフターフォローを⽬的とした「シニアあんしんコール」を

実施し、アウトバウンドコールが繋がらなかったお客さまには、ハガキを送付しています。
• 90歳以上の被保険者さまに対して、「⾼齢者安否確認コール」を実施し、安否確認を

⾏うとともに、各種⼿続きの有無の確認や⼿続きの不明点の解消を図っています。
• お客さま向けのWebサービス「PGF⽣命マイページ」の機能を拡充し、2024年6⽉から、

マイページ上で特則積⽴⾦の受取通貨・受取⼝座の変更が可能になりました。
• ご契約者さま向けの総合通知「ご契約内容のお知らせ」にQRコードを印字して、住所

変更を受け付けるシステムを導⼊しました。
• 既契約者へのアフターフォローに関する研修資料を作成し、代理店に提供しました。

■ 付帯サービスの提供
• ご契約者さま、およびご家族がご利⽤いただける各種付帯サービスを提供しています。

付帯サービス⼀覧︓https://www.pgf-life.co.jp/procedure/bank/subsurvice/

• より多くのお客さまに付帯サービスを周知・活⽤いただくために、2024年度には当社ホー
ムページ上で付帯サービス紹介動画を掲載しました。

委託全代理店

129店代理店点検の実施先数

上期 92店「苦情・コンプライアンス研修」
の提供先数

下期 95店

実施件数アフターフォロー

37,717件シニアあんしんコール

13,534通
シニアあんしんコール不通先へ
のハガキ送付

12,109件⾼齢者安否確認コール

■アフターフォロー実績（2024年度）

■付帯サービス紹介動画のイメージ

■代理店点検・コンプライアンス研修実績（2024年度）



8

当社は、保険⾦等のお⽀払いが⽣命保険事業における最も基本的かつ重要な責務であることを⼗分に認識し、常にお客さまに焦点を合わせ、
保険⾦等の⽀払業務を適切かつ迅速に⾏います。また、保険⾦等を漏れなくご請求いただけるよう、積極的に保険⾦等のご請求案内を⾏ってい
く等、保険⾦等のお⽀払いの品質の確保および向上を⾏ってまいります。

⽅針４．お客さまに保険⾦等を確実にお届けするために

取組結果

■ 保険⾦等の⽀払管理態勢
• 適切に保険⾦等をお⽀払いするために、⽀払査定者のスキル向上に向けて、最新

判例等を題材とした弁護⼠研修・医師研修を定期的に実施し、「保険⾦等⽀払
査定委員会」で審議を⾏っています。また、保険⾦等の不払いに対する苦情が発⽣
した場合は、「⽀払審査会」で審査しています。

■ 保険⾦等のお⽀払いに関するサービス

⽅針４

• お客さまの利便性向上のために、保険⾦等のお⽀払いに関する窓⼝として「保険⾦
請求専⽤ダイヤル」を開設しています。

• ご契約さまの登録ご家族が契約内容の照会等を⾏える、「PGFご家族登録サービ
ス」を提供し、キャンペーンの実施等により登録を推進しています。

• 請求権者であるお客さまが認知症等により意思表⽰が困難であると判断された場
合に、成年後⾒⼈等の選任なしで、推定相続⼈の⽅々が代わって⼿続きできる
「PGFあんしん代理請求サービス」を提供しています。

■ 資産運⽤に関する取り組み
• 保険⾦等を確実にお⽀払いすることを第⼀の⽬的として、適切なリスク管理を⾏うと

ともに国債および信⽤度の⾼い発⾏体の債券を中⼼とした安全性・収益性・流動
性に⼗分留意した運⽤を⾏っています。

利⽤/登録件数⽀払関連サービス

8,321件保険⾦請求専⽤ダイヤル受電数

56,157件ご家族登録サービス新規登録件数

■「PGFあんしん代理請求サービス」のイメージ

■⽀払関連サービスの利⽤実績（2024年度）
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当社は、お客さまの利益が不当に害されることがないよう、お客さまの利益に相反するおそれのある取引を適切に管理します。

⽅針５．利益相反の適切な管理

取組結果

■ 利益相反管理⽅針に基づく管理
• 「利益相反管理⽅針」に基づき利益相反のおそれのある取引を把握・管理してお

り、利益相反管理の対象となる類型の⾒直しを⾏った結果、取引例を追加する
必要はないことを確認しました。

• 契約モニタリング等の各種モニタリングを継続して実施し、お客さまの利益が不当
に害されることがないよう確認しています。

• 「利益相反管理⽅針」を当社ホームページに掲載し、情報提供の充実を図ってい
ます。
利益相反管理⽅針︓https://www.pgf-life.co.jp/management_policy/

■ 販売⼿数料に対する管理

⽅針５

• 当社が代理店に⽀払う販売⼿数料については、保険募集の公正性を確保できる
⽔準に設定しています。

• 代理店における「重要情報シート」の活⽤を通して、販売⼿数料等を含め、代理
店とお客さまとの利益相反に関する情報をお客さまに提供しています。

■ 利益相反管理に関する社内研修
• 社員の利益相反管理に対する理解浸透・意識向上のために、利益相反管理に

関する研修（E-learning）を定期的に実施しています。

お客様の利益と当社グループの利益が相反す
る取引１

取引
類型 お客様の利益と当社グループのお客様の利益

が相反する取引２

当社では、以下のような取引、またはそのおそれのある取引を利益相反取引
の「取引類型」 とし、管理の対象としています。

■利益相反管理対象の「取引類型」

■当社ホームページの利益相反管理⽅針ページ抜粋
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当社は、お客さま本位の業務運営が⾏われ、継続していくために、会社の経営⽬標を定めるほか、社員に対する報酬・評価・教育体系等の整備
等を⾏います。

⽅針６．お客さま本位の業務運営を続けるために

取組結果

■ 会社の経営⽬標
• 企業理念に基づき、収益や新契約に関連する指標のみならず、保障の提供や保有契約⾼等を重要指標とし、その推移をモニタリングしています。
• 当社の取り組みをお客さまにより深くご理解いただけるよう、お客さま本位の業務運営に関する成果指標（KPI）として設定した保有契約⾼、

保有契約件数および保険契約継続率を当社ホームページ上で公表しています。
お客さま本位の業務運営に関する⽅針・成果指標等︓https://www.pgf-life.co.jp/company/info/customer_focused_01.html

• 2024年度におけるお客さま本位の業務運営に関する成果指標（KPI）の結果は、本資料の次ページ（P.11）にも掲載しています。

■ 社員の⼈事評価・教育

⽅針６

• お客さま本位の観点から適切な動機付けがなされるよう、社員の⼈事評価制度に
おいて、 「お客さま本位の取り組み」「倫理、法令等遵守」を評価項⽬として設定し
ています。

• 社員のお客さま本位の業務運営に対する理解浸透・意識向上のために、お客さま
本位の業務運営に関する研修（E-learning）を定期的に実施しています。

• 市場リスクを有する外貨建保険に関する業務知識やコンプライアンス・リテラシー向
上のために、「外貨建保険販売資格」を取得必須科⽬とし、全社員に対して受験
を推奨しています。

• 営業部⾨の社員（ホールセラー）に対しては、⽣命保険商品だけでなく⾦融商品
等に関する豊富な知識を習得するために「証券外務員資格」の取得を推奨する他、
保険⾦⽀払の意義を理解するために「⽣命保険⽀払専⾨⼠資格」の取得を推奨
しています。

取得率取得者数資格

87.3%
対象︓全社員

849/972名外貨建保険販売資格

94.6％
対象︓ホールセラー

123/130名証券外務員資格

93.1％
対象︓ホールセラー

121/130名
⽣命保険⽀払専⾨⼠
資格

■社員の資格保有者数・取得率（2025年3⽉末時点）
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成果指標（KPI）

当社は、より多くのお客さまに経済的な保障と⼼の平和をお届けすることを使命とし、お客さまにニーズに合う商品にご加⼊いただき、その後もご
契約を永くご継続いただくことを経営の最重要事項として捉えています。
これらの達成状況を表す指標として、①保有契約件数・保有契約⾼、②保険契約継続率を本⽅針に係る成果指標として設定しています。

2024年度の結果

① 保有契約件数・保有契約⾼*1

• 保有契約件数はお客さまにご契約いただいている保険契
約の件数を表し、保有契約⾼は個々のお客さまに対して
当社が保障する保険⾦額の総合計額を表しています。

• 2024年度末の保有契約件数は86万7千件となり、保有
契約⾼は7兆8,413億円となりました。

② 保険契約継続率*2

成果指標
（KPI）

• 保険契約継続率はお客さまにご継続いただいている保険契
約の割合を表しています。

• 2024年度の保険契約継続率は13⽉⽬が99.1％、25
⽉⽬が97.3％となりました。

679千件
777千件

867千件

0

200

400

600

800

2022年度末 2023年度末 2024年度末

（千件）

6兆3,192億円
7兆3,866億円

7兆8,413億円

0

2

4

6

8

2022年度末 2023年度末 2024年度末

（兆円）

97.3 99.0 99.1

93.8
90.2

97.3

60

70

80

90

100

2022年度 2023年度 2024年度

（％）

13⽉⽬継続率 25⽉⽬継続率

■保有契約件数 ■保有契約⾼

■保険契約継続率

*1 保有契約は、個⼈保険および個⼈年⾦保険の各保有契約の合計です

*2 保険契約継続率は、⽉払・半年払・年払といった平準払契約だけでなく、⼀時払契約を
含んだ保険契約について、保険⾦額をベースに算出しています
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【別表】 当社⽅針と⾦融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係

当社⽅針における該当箇所顧客本位の業務運営に関する原則
⽅針1原則2

顧客の最善の利益の追求
⽅針1（注）
⽅針5原則3

利益相反の適切な管理
⽅針5（注）
⽅針2原則4⼿数料等の明確化
⽅針2原則5

重要な情報の分かりやすい
提供

⽅針2（注1）
⽅針2（注2）
⽅針2（注3）
⽅針2（注4）
⽅針2（注5）
⽅針3原則6

顧客にふさわしいサービスの
提供

⽅針2、⽅針3（注1）
⽅針2（注2）
⽅針2、⽅針3（注3）
⽅針3（注4）
⽅針2、⽅針6（注5）
⽅針3（注6）
⽅針3（注7）
⽅針1、⽅針6原則7従業員に対する適切な動

機付けの枠組み等 ⽅針6（注）

当社⽅針における該当箇所プロダクトガバナンスに関する補充原則
⽅針1補充原則1基本理念
⽅針1補充原則2

体制整備 ⽅針1（注1）
⽅針1（注2）
⽅針3補充原則3

⾦融商品の組成時の対応
⽅針3（注1）
⽅針3（注2）
⽅針3（注3）
⽅針3補充原則4

⾦融商品の組成後の対応 ⽅針3（注1）
⽅針3（注2）
⽅針3（注3）
⽅針2補充原則5

顧客に対する分かりやすい
情報提供 ⽅針2（注1）

⽅針2（注2）

当社の「お客さま本位の業務運営に関する⽅針」について、 ⾦融庁の定める「顧客本位の業務運営に関する原則」の原則２〜７および「プロダクトガバナン
スに関する補充原則」の補充原則１〜５に⽰されている内容との対応関係は以下の通りです。


